
法人番号 7020005008492

【重要な会計方針】

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

なお、管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 薬品、診療材料、給食材料及びその他の貯蔵品

評価基準及び評価方法は総平均法による低価法を採用しております。

(2) 未成受託研究支出金

評価基準及び評価方法は個別法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 3 ～ 50 年

構築物 4 ～ 60 年

器具・備品 3 ～ 20 年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（独立行政法人会計基準第91）の減価償却相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア 5 年

(3) リース資産

Ⅰ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

Ⅱ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．貸倒引当金・求償権償却引当金の計上基準

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権の貸倒引当金は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権の貸倒引当金は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。
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５．賞与引当金の計上基準

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員に

対して支給する賞与の支出に備え、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

(2) 労災病院事業以外

賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため賞与に係る引当金は計上し

ておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当

外賞与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上しております。

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員の

退職給付に備え、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき引当

金を計上しております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については期間定額基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（厚生年金制度7年、退職一時金制度9年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（厚生年金制度

2年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。

(2) 労災病院事業以外

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上しておりません。

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への

掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計

上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退職

一時金及び年金給付に係る債務については、事業年度末に在籍する役職員について、当事

業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額から、退職者

に係る前事業年度末の退職給付見積額を控除した額とし、厚生年金基金に係る年金債務に

ついては、年金債務に係る当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見

積額を控除した額を計上しております。

７．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）
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８．未収財源措置予定額の計上基準

融資資金貸付金の回収業務について、その債権の貸倒償却が行われた場合には償却した事業

年度に償却相当額が補助金交付されることから貸倒引当金の額に相当する額を計上しており

ます。

９．資産見返補助金等の計上方法

未払賃金代位弁済求償権及び援護資金貸付金について、貸付金等の残高から貸倒引当金を控

除した額等を計上しております。

10．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算

方法

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

(2) 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成29年3月末利回りを参考に0.065％で計算しております。

11．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっ

ております。

12．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

〔会計方針の変更〕

運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで費用進行基準及び期間進行基準を

採用しておりましたが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度から、業務達成基

準を採用しております。なお、管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。

これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、経常利益、税引前当期純利益

は318,265,884円減少しております。なお、行政サービス実施コストに与える影響はありませ

ん。
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【注記事項】

〔貸借対照表関係〕

１．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき賞与の見積額

598,551,228 円

２．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき退職給付の見積額

7,210,028,216 円

※３．〔金融商品の状況及び時価等の関係〕

(1) 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については、預金及び公債に限定し、金融機関からの借入により

資金を調達しております。

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、会計細則等に沿ってリスク低減を図っており

ます。また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債の

みを保有しており株式等は保有しておりません。

借入金の使途は労働安全衛生融資業務に係る貸付金財源の借換資金であり、主務大臣

により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1)現金及び預金、(2)医業未収金、(4)未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

（単位：円）

貸借対照表 時価 差額

計上額

(1) 現金及び預金 112,121,458,127 112,121,458,127 ―

(2) 医業未収金 46,194,657,659 46,194,657,659 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券 9,400,384,189 9,448,532,300 48,148,111

（満期保有目的債券） 1,400,384,189 1,448,532,300 48,148,111

（譲渡性預金） 8,000,000,000 8,000,000,000 ―

(4) 未収金 1,026,815,379 1,026,815,379 ―

(5) 融資資金貸付金 77,491,850 77,491,850 ―

(6) 援護資金貸付金 576,613 576,613 ―

(7) 破産更生債権等 71,525,257 71,525,257 ―

(8) 未払賃金代位弁済求償権 3,126,790,374 3,126,790,374 ―

(9) １年以内返済長期借入金 (472,135,000) (472,135,000) （―）

(10) 買掛金 (13,205,909,128) (13,205,909,128) （―）

(11) 未払金 (20,192,211,859) (20,192,211,859) （―）

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

満期保有目的債券の時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価

格によっております。

譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(5)融資資金貸付金、(6)援護資金貸付金、(7)破産更生債権等、(8)未払賃金代位弁済求償権

これらについては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に

近似しており、当該価額をもって時価としております。

(9)１年以内返済長期借入金、(10)買掛金、(11)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

４．〔資産除去債務に関する事項〕

(1) 貸借対照表に計上している資産除去債務

①当該資産除去債務の概要

当機構は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二

年六月十日法律第百六十七号）に基づき、ＲＩ施設の廃棄時の放射線障害防止のた

めに必要な措置を講ずる義務について、資産除去債務を計上しております。

②当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りに当たり、使用見込期間は取得から14年間とし、割引率は1.

349%（国債利回り）を採用しております。

③当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 0 円

承継による増加 14,131,873 円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 円

時の経過による資産除去債務の調整額 190,639 円

資産除去債務の履行による減少額 － 円

期末残高 14,322,512 円

(2) 貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

水質汚濁防止法上の特定施設に該当する当法人の病院敷地について、土壌汚染対策法

に基づく土壌汚染調査が義務付けられておりますが、その履行時期が明らかになってい

ないものについては、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積もることができない

ため、当該義務に係る資産除去債務を計上しておりません。
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〔損益計算書関係〕

※５．医療研究事業費 経費の内訳

謝金 22,189,470,542 円

光熱水費 4,600,283,575 円

消耗備品費 2,206,358,044 円

修繕費 2,182,332,346 円

賃借料 4,834,630,098 円

雑役務費 9,663,960,224 円

業務委託費 19,218,133,926 円

その他 7,488,599,512 円

計 72,383,768,267 円

※６．医療研究事業費 材料費の内訳

薬品費 42,027,295,609 円

診療材料費 25,512,361,614 円

医療消耗備品費 10,219,027,631 円

その他 883,596,719 円

計 78,642,281,573 円

※７．未払賃金立替払業務費用の内訳

求償権償却引当金繰入 5,875,410,729 円

※８．一般管理費 経費の内訳

謝金 536,907,199 円

賃借料 213,982,169 円

雑役務費 452,699,551 円

業務委託費 295,044,889 円

その他 216,024,317 円

計 1,714,658,125 円

※９．医療事業収入の内訳

入院収入 200,426,728,642 円

外来収入 80,802,182,486 円

その他 7,695,128,998 円

計 288,924,040,126 円
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※10．雑益の内訳

駐車場等使用料収入 797,973,983 円

宿舎等賃貸料収入 618,895,370 円

看護学生授業料等収入 496,080,309 円

その他 1,684,920,810 円

計 3,597,870,472 円

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕

※11．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 112,121,458,127 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 △ 36,146,969,678 円

資金期末残高 75,974,488,449 円

12．重要な非資金取引

現物出資の受入による資産の取得 11,190,803,699 円

ファイナンス・リースによる資産の取得 5,645,618,739 円

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕

※13．引当外賞与見積額

①当事業年度末の引当外賞与見積額 598,551,228 円

②前事業年度末の引当外賞与見積額 413,104,547 円

(差引)引当外賞与見積額(①－②) 185,446,681 円

※14．引当外退職給付増加見積額

①当事業年度末の退職給付見積額 8,782,923,937 円

②前事業年度末の退職給付見積額 17,524,312,744 円

③退職者に係る前事業年度末退職給付見積相当額 779,944,093 円

(差引)引当外退職給付増加見積額(①－②－③) △ 9,521,332,900 円

※15．引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向役職員に係るもの

人数 83 名

期間中における純増加額 81,966,630 円

16．行政サービス実施コストのうち労災病院の運営に係るもの

開示すべきセグメント情報を御覧ください。

※17．〔退職給付関係〕

1.採用している退職給付制度の概要

採用している退職給付制度は、職員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度

（厚生年金基金制度）及び退職一時金制度を採用しております。
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当機構の加入する労働関係法人厚生年金基金の代行部分について、平成２８年４月１日

付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。また、平成２９年

３月３１日付で労働関係法人厚生年金基金は解散し、平成２９年４月１日に設立された労

働関係法人企業年金基金（確定給付企業年金）へ移行しております。

なお、労働関係法人厚生年金基金の解散に伴い、臨時利益に厚生年金基金代行返上益

105,322,555,654円を計上しています。

2.確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 443,759,396,715 円

勤務費用 15,229,667,950 円

利息費用 1,961,052,403 円

数理計算上の差異の当期発生額 3,074,165,454 円

退職給付の支払額 △ 14,430,512,976 円

過去勤務費用の当期発生額 △ 63,184,641,750 円

厚生年金基金の代行返上による減少額 △ 133,830,234,341 円

期末における退職給付債務 252,578,893,455 円

（注）期末における退職給付債務には国への返還相当額（最低責任準備金）

が含まれております。

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 114,590,759,483 円

期待運用収益 4,239,858,101 円

数理計算上の差異の当期発生額 △ 3,979,183,417 円

事業主からの拠出額 2,510,443,415 円

退職給付の支払額 △ 6,371,776,676 円

制度加入者からの拠出額 519,169,641 円

期末における年金資産 111,509,270,547 円

(3)退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務 252,578,893,455 円

年金資産 △ 111,509,270,547 円

積立型制度の未積立退職給付債務 141,069,622,908 円

未認識数理計算上の差異 △ 29,311,089,518 円

未認識過去勤務費用 11,150,903,828 円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 122,909,437,218 円

退職給付引当金 122,909,437,218 円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 122,909,437,218 円

注）労災病院事業以外については、退職給付引当金は計上しておりません。
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(4)退職給付に関連する損益

Ⅰ．労災病院事業に係るもの

(1)経常費用に係るもの

勤務費用 15,229,667,950 円

利息費用 1,961,052,403 円

期待運用収益 △ 4,239,858,101 円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 12,010,389,383 円

制度加入者からの拠出額 △ 519,169,641 円

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 26,259,279,914 円

合 計 △ 1,817,197,920 円

(2)臨時利益に係るもの

過去分返上に伴う債務減少額の利益処理額 △ 105,322,555,654 円

Ⅱ．労災病院事業以外に係るもの

事業主からの拠出額 140,711,876 円

退職手当 779,944,093 円

合 計 920,655,969 円

注）退職手当は退職一時金制度に係る引当外退職給付に係る当期支給額であります。

(5)年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

代行返上に伴う責任準備金前納額 58.0％

現金及び預金 34.8％

株式 3.6％

債券 2.4％

その他 1.2％

合 計 100.0％

(6)長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配

分と、年金資産を構成する多用な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を

考慮しております。

(7)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率

0.5％

②長期期待運用収益率（厚生年金基金制度）

3.7％

③退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準
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④数理計算上の差異の処理年数

厚生年金基金制度 7年

退職一時金制度 9年

注）費用処理は発生の翌事業年度からそれぞれの処理年数で行っております。

※詳細説明は、「事業報告書 4．財務情報」の「(1)財務諸表の概要」に記載してお

ります。

⑤過去勤務費用の処理年数

厚生年金基金制度 2年

注）費用処理は発生の本事業年度から当該処理年数で行っております。

※詳細説明は、「事業報告書 4．財務情報」の「(1)財務諸表の概要」に記載してお

ります。

18．〔重要な債務負担行為〕

以下の工事契約を締結しております。

(1) 釧路労災看護専門学校整備工事 2,366,512,600 円

(2) 岡山労災看護専門学校整備工事 1,196,688,000 円

※19．〔固定資産の減損関係〕

Ⅰ 減損を認識した固定資産

(1) 北海道中央労災病院職員宿舎他５件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎等

場 所 北海道岩見沢市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 158,181,608円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の一部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 86,051,264円 －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しており、使用価値相当

額は、当該資産の帳簿価格に、当該資産につき使用が想定されていない部分以

外の割合を乗じて算出した価格を用いております。
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(2) 神戸労災病院職員宿舎他１件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎

場 所 兵庫県明石市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 21,744,068円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 21,744,036円 －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 当該資産の全部の使用が想定されていない資産については正味売却価額と

しており、正味売却価額の算定に当たっては、売却見込みがないため備忘価額

を用いております。

(3) 吉備高原医療リハビリテーションセンター職員宿舎等

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎等

場 所 岡山県加賀郡

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 63,155,397円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の一部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － 26,959,130円

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しており、使用価値相当

額は、当該資産の帳簿価格に、当該資産につき使用が想定されていない部分以

外の割合を乗じて算出した価格を用いております。
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(4) 労働安全衛生総合研究所安全衛生機器センター

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 研究施設

場 所 東京都清瀬市

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 9,326,276円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － 9,326,249円

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

研究施設は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体と

してそのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 当該資産の全部の使用が想定されていない資産については正味売却価額と

しており、正味売却価額の算定に当たっては、売却見込みがないため備忘価額

を用いております。

(5) 和歌山労災病院他３件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 病院跡地等

場 所 和歌山県和歌山市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 493,200円

土地 帳簿価額 125,141,647円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － －

土 地 － －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 正味売却価額としております。
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正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、帳簿

価格を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

土地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、帳簿

価格を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

(6) 旧労災リハビリテーション宮城作業所他１件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 労災リハビリテーション作業所跡地

場 所 宮城県宮城郡他

種類及び帳簿価額 土地 帳簿価額 1,029,004,663円

イ 減損の認識に至った経緯

独立行政法人自らが、固定資産の全部につき使用しないという決定を行ったため、

減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

土地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、公示価格等に基づいており、帳簿価格を

下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

(7) 水上荘

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 休養所

場 所 群馬県利根郡

種類及び帳簿価額 土地 帳簿価額 44,096,300円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

土地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、帳簿

価額を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。
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Ⅱ 減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）

(1) 新潟労災病院職員宿舎他２件

ア 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎

場 所 新潟県上越市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 83,015,339円

イ 認められた減損の兆候の概要

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

いるため、減損の兆候が認められました。

ウ 当該資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在している根

拠

全44戸のうち、30戸が未使用となっていますが、そのうち25戸は経常的な保守管理

を行っており、今後も職員の入居が見込まれているため、減損の認識に至りませんで

した。

Ⅲ 独立行政法人自らが固定資産の全部又は一部につき使用しないという決定を行った場

合であって、その決定が翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定をした固定

資産

(1) 燕労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 新潟県燕市

イ 使用しなくなる日 平成２９年度（予定）

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

平成２５年１２月に県央基幹病院基本構想策定委員会において策定された「県央基

幹病院基本構想」に基づき、新潟県に対して病院を移譲する予定であることから、使

用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 帳簿価額 1,262,165,622円

土 地 帳簿価額 263,604,997円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(2) 旭労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 愛知県尾張旭市

イ 使用しなくなる日 平成３１年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由
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旭労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用しない

という決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 431,011,461円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(3) 大阪労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 職員宿舎

場 所 大阪府堺市

イ 使用しなくなる日 平成２９年度（予定）

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

大阪労災病院は増改築工事を行う予定となっており、既存建物は使用しないという

決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物 当事業年度の期末帳簿価額 3,864,037円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(4) 大阪労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 大阪府堺市

イ 使用しなくなる日 未確定

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

大阪労災病院は増改築工事を行う予定となっており、既存建物等は使用しないとい

う決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 未確定

増改築工事の詳細が確定していないため、当該固定資産の帳簿価額は記載しており

ません。

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(5) 山陰労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院
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場 所 鳥取県米子市

イ 使用しなくなる日 未確定

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

山陰労災病院は増改築工事を行う予定となっており、既存建物等は使用しないとい

う決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 未確定

増改築工事の詳細が確定していないため、当該固定資産の帳簿価額は記載しており

ません。

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(6) 釧路労災看護専門学校

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 看護学校

場 所 北海道釧路市

イ 使用しなくなる日 平成３０年度（予定）

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

釧路労災看護専門学校の増改築工事に伴い、既存建物等を使用しないという決定を

行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 133,430,025円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(7) 岡山労災看護専門学校

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 看護学校

場 所 岡山県岡山市

イ 使用しなくなる日 平成２９年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

岡山労災看護専門学校の増改築工事に伴い、既存建物等を使用しないという決定を

行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 103,377,850円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。
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20．〔不要財産に係る国庫納付等の関係〕

（単位：円）

① 建物等 土地 現金及び預金

② －

(1)取得価額 362,678 4,263,722 －

(2)減価償却等 362,657 3,763,222 －

(3)帳簿価額 21 500,500 －

④ 不要財産となった理由 －

⑤ 国庫納付等の方法 －

⑥

⑦

(1)国庫納付額 －

納付年月日 －

(2)地方公共団
体への払戻額

納付年月日

(3)その他民間
等への払戻額

納付年月日

⑨ 減資額 －

⑩ 備考

資産種類

資産名称

譲渡収入の額

⑧
国庫納付等の額
納付等年月日

控除費用

③ 帳簿価額

用途：岩手労災病院入院患者
の付添者が宿泊するた
めの施設

場所：岩手県花巻市

63,000

平成29年1月6日

4,552,251

0

63,000

旧岩手労災病院付添者
宿泊施設

平成16年3月に厚生労働省に
おいて策定された「労災病院
の再編計画」を受けたこと。
譲渡収入による国庫納付（独
立行政法人労働者健康安全機
構法附則第7条第3項）
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21．〔区分経理〕

独立行政法人労働者健康安全機構法第１２条の２に基づき、労働者等の社会復帰促進等

の業務に係る経理（社会復帰促進等事業勘定）及びその他の業務に係る経理（一般勘定）

とに区分しております。

22．〔独立行政法人労働安全衛生総合研究所の解散等に伴う承継について〕

独立行政法人労働安全衛生総合研究所の解散に伴い、その組織及び業務を当機構に統合

し、統合後の名称を「独立行政法人労働者健康安全機構」と改めるとともに、独立行政法

人労働安全衛生総合研究所が有する権利及び義務のうち国が承継する資産を除き、その一

切の権利及び義務を当機構が承継いたしました。

また、化学物質の有害性調査が業務に追加され、国が有する権利及び義務のうち政令で

定めるものについて、当機構が承継いたしました。

なお、承継資産については、資産評価委員会において、厚生労働大臣が任命した評価委

員により公正な資産評価が行われ、評価額が決定されております。

【独立行政法人労働安全衛生総合研究所解散等に伴い承継した資産、負債・純資産の内訳】

１ 一般勘定（解散に伴う承継分） （単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物

建物附属設備

構築物

車両

器具・備品

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

無形固定資産合計

固定資産合計

0

113,486

3,877,757

503,923

121,800

26,743,881

31,360,847

894,955

19,500

914,455

32,275,302

流動負債

流動負債合計

固定負債

資産見返運営費交付金

資産見返物品受贈額

固定負債合計

負 債 合 計

資本金

政府出資金

資本金合計

純 資 産 合 計

0

16,882,051

14,756,342

31,638,393

31,638,393

636,909

636,909

636,909

資 産 合 計 32,275,302 負債・純資産合計 32,275,302
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２ 社会復帰促進等事業勘定（解散に伴う承継分） （単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産

現金及び預金

その他の貯蔵品

未成受託研究支出金

前払費用

未収金

仮払金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物

建物附属設備

構築物

土地

車両

器具・備品

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

その他の無形固定資産

無形固定資産合計

固定資産合計

738,256,377

234,726

21,927,619

9,656,346

20,588,000

8,279,892

798,942,960

2,860,586,119

533,938,771

71,498,471

5,898,460,000

653,273

761,820,249

10,126,956,883

25,222,989

18,000

420,000

25,660,989

10,152,617,872

流動負債

預り施設費

預り補助金等

預り寄付金

未払金

短期リース債務

前受金

預り金

流動負債合計

固定負債

資産見返運営費交付金

資産見返補助金等

資産見返寄付金

資産見返物品受贈額

資産除去債務

リース債務

固定負債合計

負 債 合 計

資本金

政府出資金

積立金

資本金合計

純 資 産 合 計

16,384,108

539,662

599,676

258,443,107

31,910,139

46,787,701

39,120,004

393,784,397

696,224,983

9,378,852

8,679,721

9,354,286

14,131,873

39,125,801

776,895,516

1,170,679,913

9,317,735,420

463,145,499

9,780,880,919

9,780,880,919

資 産 合 計 10,951,560,832 負債・純資産合計 10,951,560,832
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３ 社会復帰促進等事業勘定（業務追加に伴う承継分） （単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

器具・備品

有形固定資産合計

固定資産合計

0

206,967,565

206,967,565

206,967,565

流動負債

流動負債合計

固定負債

固定負債合計

負 債 合 計

資本金

政府出資金

資本金合計

純 資 産 合 計

0

0

0

206,967,565

206,967,565

206,967,565

資 産 合 計 206,967,565 負債・純資産合計 206,967,565
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＜社会復帰促進等事業勘定＞

【重要な会計方針】

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

なお、管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 薬品、診療材料、給食材料及びその他の貯蔵品

評価基準及び評価方法は総平均法による低価法を採用しております。

(2) 未成受託研究支出金

評価基準及び評価方法は個別法による低価法を採用しております。

３．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 3 ～ 50 年

構築物 4 ～ 60 年

器具・備品 3 ～ 20 年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（独立行政法人会計基準第91）の減価償却相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア 5 年

(3) リース資産

Ⅰ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

Ⅱ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．貸倒引当金・求償権償却引当金の計上基準

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権の貸倒引当金は、貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権の貸倒引当金は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。
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５．賞与引当金の計上基準

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員に

対して支給する賞与の支出に備え、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。

(2) 労災病院事業以外

賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため賞与に係る引当金は計上し

ておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当

外賞与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上しております。

６．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

(1) 労災病院事業

労災病院事業については、運営費交付金等により財源措置がなされていないため、職員の

退職給付に備え、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき引当

金を計上しております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については期間定額基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（厚生年金制度7年、退職一時金制度9年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（厚生年金制度

2年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。

(2) 労災病院事業以外

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上しておりません。

厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への

掛金及び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計

上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額のうち、退職

一時金及び年金給付に係る債務については、事業年度末に在籍する役職員について、当事

業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除した額から、退職者

に係る前事業年度末の退職給付見積額を控除した額とし、厚生年金基金に係る年金債務に

ついては、年金債務に係る当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見

積額を控除した額を計上しております。

７．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）
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８．未収財源措置予定額の計上基準

融資資金貸付金の回収業務について、その債権の貸倒償却が行われた場合には償却した事業

年度に償却相当額が補助金交付されることから貸倒引当金の額に相当する額を計上しており

ます。

９．資産見返補助金等の計上方法

未払賃金代位弁済求償権及び援護資金貸付金について、貸付金等の残高から貸倒引当金を控

除した額等を計上しております。

10．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算

方法

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

(2) 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成29年3月末利回りを参考に0.065％で計算しております。

11．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっ

ております。

12．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

〔会計方針の変更〕

運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで費用進行基準及び期間進行基準を

採用しておりましたが、独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度から、業務達成基

準を採用しております。なお、管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。

これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、経常利益、税引前当期純利益

は318,265,884円減少しております。なお、行政サービス実施コストに与える影響はありませ

ん。
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【注記事項】

〔貸借対照表関係〕

１．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき賞与の見積額

598,551,228 円

２．運営費交付金の国からの財源措置から充当されるべき退職給付の見積額

7,210,028,216 円

※３．〔金融商品の状況及び時価等の関係〕

(1) 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については、預金及び公債に限定し、金融機関からの借入により

資金を調達しております。

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、会計細則等に沿ってリスク低減を図っており

ます。また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、公債の

みを保有しており株式等は保有しておりません。

借入金の使途は労働安全衛生融資業務に係る貸付金財源の借換資金であり、主務大臣

により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1)現金及び預金、(2)医業未収金、(4)未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

（単位：円）

貸借対照表 時価 差額

計上額

(1) 現金及び預金 112,121,458,127 112,121,458,127 ―

(2) 医業未収金 46,194,657,659 46,194,657,659 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券 9,400,384,189 9,448,532,300 48,148,111

（満期保有目的債券） 1,400,384,189 1,448,532,300 48,148,111

（譲渡性預金） 8,000,000,000 8,000,000,000 ―

(4) 未収金 1,026,815,379 1,026,815,379 ―

(5) 融資資金貸付金 77,491,850 77,491,850 ―

(6) 援護資金貸付金 576,613 576,613 ―

(7) 破産更生債権等 71,525,257 71,525,257 ―

(8) 未払賃金代位弁済求償権 3,126,790,374 3,126,790,374 ―

(9) １年以内返済長期借入金 (472,135,000) (472,135,000) （―）

(10) 買掛金 (13,205,909,128) (13,205,909,128) （―）

(11) 未払金 (20,192,211,859) (20,192,211,859) （―）

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

満期保有目的債券の時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価

格によっております。

譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(5)融資資金貸付金、(6)援護資金貸付金、(7)破産更生債権等、(8)未払賃金代位弁済求償権

これらについては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に

近似しており、当該価額をもって時価としております。

(9)１年以内返済長期借入金、(10)買掛金、(11)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

４．〔資産除去債務に関する事項〕

(1) 貸借対照表に計上している資産除去債務

①当該資産除去債務の概要

当機構は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二

年六月十日法律第百六十七号）に基づき、ＲＩ施設の廃棄時の放射線障害防止のた

めに必要な措置を講ずる義務について、資産除去債務を計上しております。

②当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りに当たり、使用見込期間は取得から14年間とし、割引率は1.

349%（国債利回り）を採用しております。

③当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 0 円

承継による増加 14,131,873 円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 円

時の経過による資産除去債務の調整額 190,639 円

資産除去債務の履行による減少額 － 円

期末残高 14,322,512 円

(2) 貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

水質汚濁防止法上の特定施設に該当する当法人の病院敷地について、土壌汚染対策法

に基づく土壌汚染調査が義務付けられておりますが、その履行時期が明らかになってい

ないものについては、これらの債務履行に係る費用を合理的に見積もることができない

ため、当該義務に係る資産除去債務を計上しておりません。
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〔損益計算書関係〕

※５．医療研究事業費 経費の内訳

謝金 22,189,470,542 円

光熱水費 4,600,283,575 円

消耗備品費 2,206,358,044 円

修繕費 2,182,332,346 円

賃借料 4,834,630,098 円

雑役務費 9,663,960,224 円

業務委託費 19,218,133,926 円

その他 7,488,599,512 円

計 72,383,768,267 円

※６．医療研究事業費 材料費の内訳

薬品費 42,027,295,609 円

診療材料費 25,512,361,614 円

医療消耗備品費 10,219,027,631 円

その他 883,596,719 円

計 78,642,281,573 円

※７．未払賃金立替払業務費用の内訳

求償権償却引当金繰入 5,875,410,729 円

※８．一般管理費 経費の内訳

謝金 536,907,199 円

賃借料 213,982,169 円

雑役務費 452,699,551 円

業務委託費 295,044,889 円

その他 216,024,317 円

計 1,714,658,125 円

※９．医療事業収入の内訳

入院収入 200,426,728,642 円

外来収入 80,802,182,486 円

その他 7,695,128,998 円

計 288,924,040,126 円
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※10．雑益の内訳

駐車場等使用料収入 797,973,983 円

宿舎等賃貸料収入 618,895,370 円

看護学生授業料等収入 496,080,309 円

その他 1,684,920,810 円

計 3,597,870,472 円

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕

※11．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 112,121,458,127 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 △ 36,146,969,678 円

資金期末残高 75,974,488,449 円

12．重要な非資金取引

現物出資の受入による資産の取得 11,158,528,397 円

ファイナンス・リースによる資産の取得 5,645,618,739 円

〔行政サービス実施コスト計算書関係〕

※13．引当外賞与見積額

①当事業年度末の引当外賞与見積額 598,551,228 円

②前事業年度末の引当外賞与見積額 413,104,547 円

(差引)引当外賞与見積額(①－②) 185,446,681 円

※14．引当外退職給付増加見積額

①当事業年度末の退職給付見積額 8,782,923,937 円

②前事業年度末の退職給付見積額 17,524,312,744 円

③退職者に係る前事業年度末退職給付見積相当額 779,944,093 円

(差引)引当外退職給付増加見積額(①－②－③) △ 9,521,332,900 円

※15．引当外退職給付増加見積額のうち国又は地方公共団体からの出向役職員に係るもの

人数 83 名

期間中における純増加額 81,966,630 円

16．行政サービス実施コストのうち労災病院の運営に係るもの

開示すべきセグメント情報を御覧ください。

※17．〔退職給付関係〕

1.採用している退職給付制度の概要

採用している退職給付制度は、職員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度

（厚生年金基金制度）及び退職一時金制度を採用しております。
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当機構の加入する労働関係法人厚生年金基金の代行部分について、平成２８年４月１日

付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。また、平成２９年

３月３１日付で労働関係法人厚生年金基金は解散し、平成２９年４月１日に設立された労

働関係法人企業年金基金（確定給付企業年金）へ移行しております。

なお、労働関係法人厚生年金基金の解散に伴い、臨時利益に厚生年金基金代行返上益

105,322,555,654円を計上しています。

2.確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 443,759,396,715 円

勤務費用 15,229,667,950 円

利息費用 1,961,052,403 円

数理計算上の差異の当期発生額 3,074,165,454 円

退職給付の支払額 △ 14,430,512,976 円

過去勤務費用の当期発生額 △ 63,184,641,750 円

厚生年金基金の代行返上による減少額 △ 133,830,234,341 円

期末における退職給付債務 252,578,893,455 円

（注）期末における退職給付債務には国への返還相当額（最低責任準備金）

が含まれております。

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 114,590,759,483 円

期待運用収益 4,239,858,101 円

数理計算上の差異の当期発生額 △ 3,979,183,417 円

事業主からの拠出額 2,510,443,415 円

退職給付の支払額 △ 6,371,776,676 円

制度加入者からの拠出額 519,169,641 円

期末における年金資産 111,509,270,547 円

(3)退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務 252,578,893,455 円

年金資産 △ 111,509,270,547 円

積立型制度の未積立退職給付債務 141,069,622,908 円

未認識数理計算上の差異 △ 29,311,089,518 円

未認識過去勤務費用 11,150,903,828 円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 122,909,437,218 円

退職給付引当金 122,909,437,218 円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 122,909,437,218 円

注）労災病院事業以外については、退職給付引当金は計上しておりません。
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(4)退職給付に関連する損益

Ⅰ．労災病院事業に係るもの

(1)経常費用に係るもの

勤務費用 15,229,667,950 円

利息費用 1,961,052,403 円

期待運用収益 △ 4,239,858,101 円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 12,010,389,383 円

制度加入者からの拠出額 △ 519,169,641 円

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 26,259,279,914 円

合 計 △ 1,817,197,920 円

(2)臨時利益に係るもの

過去分返上に伴う債務減少額の利益処理額 △ 105,322,555,654 円

Ⅱ．労災病院事業以外に係るもの

事業主からの拠出額 140,711,876 円

退職手当 779,944,093 円

合 計 920,655,969 円

注）退職手当は退職一時金制度に係る引当外退職給付に係る当期支給額であります。

(5)年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

代行返上に伴う責任準備金前納額 58.0％

現金及び預金 34.8％

株式 3.6％

債券 2.4％

その他 1.2％

合 計 100.0％

(6)長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配

分と、年金資産を構成する多用な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を

考慮しております。

(7)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率

0.5％

②長期期待運用収益率（厚生年金基金制度）

3.7％

③退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準
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④数理計算上の差異の処理年数

厚生年金基金制度 7年

退職一時金制度 9年

注）費用処理は発生の翌事業年度からそれぞれの処理年数で行っております。

※詳細説明は、「事業報告書 4．財務情報」の「(1)財務諸表の概要」に記載してお

ります。

⑤過去勤務費用の処理年数

厚生年金基金制度 2年

注）費用処理は発生の本事業年度から当該処理年数で行っております。

※詳細説明は、「事業報告書 4．財務情報」の「(1)財務諸表の概要」に記載してお

ります。

18．〔重要な債務負担行為〕

以下の工事契約を締結しております。

(1) 釧路労災看護専門学校整備工事 2,366,512,600 円

(2) 岡山労災看護専門学校整備工事 1,196,688,000 円

※19．〔固定資産の減損関係〕

Ⅰ 減損を認識した固定資産

(1) 北海道中央労災病院職員宿舎他５件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎等

場 所 北海道岩見沢市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 158,181,608円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の一部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 86,051,264円 －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しており、使用価値相当

額は、当該資産の帳簿価格に、当該資産につき使用が想定されていない部分以

外の割合を乗じて算出した価格を用いております。
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(2) 神戸労災病院職員宿舎他１件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎

場 所 兵庫県明石市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 21,744,068円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 21,744,036円 －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 当該資産の全部の使用が想定されていない資産については正味売却価額と

しており、正味売却価額の算定に当たっては、売却見込みがないため備忘価額

を用いております。

(3) 吉備高原医療リハビリテーションセンター職員宿舎等

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎等

場 所 岡山県加賀郡

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 63,155,397円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の一部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － 26,959,130円

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しており、使用価値相当

額は、当該資産の帳簿価格に、当該資産につき使用が想定されていない部分以

外の割合を乗じて算出した価格を用いております。
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(4) 労働安全衛生総合研究所安全衛生機器センター

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 研究施設

場 所 東京都清瀬市

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 9,326,276円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － 9,326,249円

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

研究施設は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体と

してそのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 当該資産の全部の使用が想定されていない資産については正味売却価額と

しており、正味売却価額の算定に当たっては、売却見込みがないため備忘価額

を用いております。

(5) 和歌山労災病院他３件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 病院跡地等

場 所 和歌山県和歌山市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 493,200円

土地 帳簿価額 125,141,647円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

建 物 － －

土 地 － －

エ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、

当該資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供すると認めた理由

宿舎は、建物・設備が一体となって初めて成り立つものであり、建物を一体として

そのサービスを提供するものと認められました。

オ 回収可能サービス価額

建物 正味売却価額としております。
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正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、帳簿

価格を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

土地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、帳簿

価格を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

(6) 旧労災リハビリテーション宮城作業所他１件

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 労災リハビリテーション作業所跡地

場 所 宮城県宮城郡他

種類及び帳簿価額 土地 帳簿価額 1,029,004,663円

イ 減損の認識に至った経緯

独立行政法人自らが、固定資産の全部につき使用しないという決定を行ったため、

減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

土地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、公示価格等に基づいており、帳簿価格を

下回っていないため、減損損失は計上しておりません。

(7) 水上荘

ア 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 休養所

場 所 群馬県利根郡

種類及び帳簿価額 土地 帳簿価額 44,096,300円

イ 減損の認識に至った経緯

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

おり、当該資産の全部の使用が想定されていないため、減損を認識しております。

ウ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳

種 類 損益計算書に計上した金額 損益計算書に計上していない金額

土 地 － －

エ 回収可能サービス価額

土地 正味売却価額としております。

正味売却価額の算定に当たっては、不動産鑑定評価額に基づいており、帳簿

価額を下回っていないため、減損損失は計上しておりません。
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Ⅱ 減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）

(1) 新潟労災病院職員宿舎他２件

ア 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 職員宿舎

場 所 新潟県上越市他

種類及び帳簿価額 建物 帳簿価額 83,015,339円

イ 認められた減損の兆候の概要

固定資産が使用されている範囲について、当該資産の使用可能性が著しく低下して

いるため、減損の兆候が認められました。

ウ 当該資産の全部又は一部について、将来の使用の見込みが客観的に存在している根

拠

全44戸のうち、30戸が未使用となっていますが、そのうち25戸は経常的な保守管理

を行っており、今後も職員の入居が見込まれているため、減損の認識に至りませんで

した。

Ⅲ 独立行政法人自らが固定資産の全部又は一部につき使用しないという決定を行った場

合であって、その決定が翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定をした固定

資産

(1) 燕労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 新潟県燕市

イ 使用しなくなる日 平成２９年度（予定）

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

平成２５年１２月に県央基幹病院基本構想策定委員会において策定された「県央基

幹病院基本構想」に基づき、新潟県に対して病院を移譲する予定であることから、使

用しないという決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 帳簿価額 1,262,165,622円

土 地 帳簿価額 263,604,997円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(2) 旭労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 愛知県尾張旭市

イ 使用しなくなる日 平成３１年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由
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旭労災病院は増改築工事を行う予定となっており、一部の既存建物等は使用しない

という決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 431,011,461円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(3) 大阪労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 職員宿舎

場 所 大阪府堺市

イ 使用しなくなる日 平成２９年度（予定）

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

大阪労災病院は増改築工事を行う予定となっており、既存建物は使用しないという

決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物 当事業年度の期末帳簿価額 3,864,037円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(4) 大阪労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院

場 所 大阪府堺市

イ 使用しなくなる日 未確定

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

大阪労災病院は増改築工事を行う予定となっており、既存建物等は使用しないとい

う決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 未確定

増改築工事の詳細が確定していないため、当該固定資産の帳簿価額は記載しており

ません。

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(5) 山陰労災病院

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 病院
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場 所 鳥取県米子市

イ 使用しなくなる日 未確定

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

山陰労災病院は増改築工事を行う予定となっており、既存建物等は使用しないとい

う決定を行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 未確定

増改築工事の詳細が確定していないため、当該固定資産の帳簿価額は記載しており

ません。

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(6) 釧路労災看護専門学校

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 看護学校

場 所 北海道釧路市

イ 使用しなくなる日 平成３０年度（予定）

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

釧路労災看護専門学校の増改築工事に伴い、既存建物等を使用しないという決定を

行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 133,430,025円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。

(7) 岡山労災看護専門学校

ア 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所等の概要

用 途 看護学校

場 所 岡山県岡山市

イ 使用しなくなる日 平成２９年度(予定)

ウ 使用しないという決定を行った経緯及び理由

岡山労災看護専門学校の増改築工事に伴い、既存建物等を使用しないという決定を

行いました。

エ 将来の使用しなくなる日における固定資産の種類、帳簿価額、回収可能サービス価

額及び減損の見込額

種類及び帳簿価額 建物等 当事業年度の期末帳簿価額 103,377,850円

回収可能サービス価額及び減損額の見込額は、算定が困難なため記載しておりませ

ん。
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20．〔不要財産に係る国庫納付等の関係〕

（単位：円）

① 建物等 土地 現金及び預金

② －

(1)取得価額 362,678 4,263,722 －

(2)減価償却等 362,657 3,763,222 －

(3)帳簿価額 21 500,500 －

④ 不要財産となった理由 －

⑤ 国庫納付等の方法 －

⑥

⑦

(1)国庫納付額 －

納付年月日 －

(2)地方公共団
体への払戻額

納付年月日

(3)その他民間
等への払戻額

納付年月日

⑨ 減資額 －

⑩ 備考

資産種類

資産名称

譲渡収入の額

⑧
国庫納付等の額
納付等年月日

控除費用

③ 帳簿価額

用途：岩手労災病院入院患者
の付添者が宿泊するた
めの施設

場所：岩手県花巻市

63,000

平成29年1月6日

4,552,251

0

63,000

旧岩手労災病院付添者
宿泊施設

平成16年3月に厚生労働省に
おいて策定された「労災病院
の再編計画」を受けたこと。
譲渡収入による国庫納付（独
立行政法人労働者健康安全機
構法附則第7条第3項）



法人番号 7020005008492

21．〔独立行政法人労働安全衛生総合研究所の解散等に伴う承継について〕

独立行政法人労働安全総合研究所の解散に伴い、その組織及び業務を当機構に統合し、

統合後の名称を「独立行政法人労働者健康安全機構」と改めるとともに、独立行政法人労

働安全衛生総合研究所が有する権利及び義務のうち国が承継する資産を除き、その一切の

権利及び義務を当機構が承継いたしました。

また、化学物質の有害性調査が業務に追加され、国が有する権利及び義務のうち政令で

定めるものについて、当機構が承継いたしました。

なお、承継資産については、資産評価委員会において、厚生労働大臣が任命した評価委

員により公正な資産評価が行われ、評価額が決定されております。

【独立行政法人労働安全衛生総合研究所解散等に伴い承継した資産、負債・純資産の内訳】

１ 社会復帰促進等事業勘定（解散に伴う承継分） （単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産

現金及び預金

その他の貯蔵品

未成受託研究支出金

前払費用

未収金

仮払金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物

建物附属設備

構築物

土地

車両

器具・備品

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

その他の無形固定資産

738,256,377

234,726

21,927,619

9,656,346

20,588,000

8,279,892

798,942,960

2,860,586,119

533,938,771

71,498,471

5,898,460,000

653,273

761,820,249

10,126,956,883

25,222,989

18,000

420,000

流動負債

預り施設費

預り補助金等

預り寄付金

未払金

短期リース債務

前受金

預り金

流動負債合計

固定負債

資産見返運営費交付金

資産見返補助金等

資産見返寄付金

資産見返物品受贈額

資産除去債務

リース債務

固定負債合計

負 債 合 計

資本金

16,384,108

539,662

599,676

258,443,107

31,910,139

46,787,701

39,120,004

393,784,397

696,224,983

9,378,852

8,679,721

9,354,286

14,131,873

39,125,801

776,895,516

1,170,679,913
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無形固定資産合計

固定資産合計

25,660,989

10,152,617,872

政府出資金

積立金

資本金合計

純 資 産 合 計

9,317,735,420

463,145,499

9,780,880,919

9,780,880,919

資 産 合 計 10,951,560,832 負債・純資産合計 10,951,560,832

２ 社会復帰促進等事業勘定（業務追加に伴う承継分） （単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

器具・備品

有形固定資産合計

固定資産合計

0

206,967,565

206,967,565

206,967,565

流動負債

流動負債合計

固定負債

固定負債合計

負 債 合 計

資本金

政府出資金

資本金合計

純 資 産 合 計

0

0

0

206,967,565

206,967,565

206,967,565

資 産 合 計 206,967,565 負債・純資産合計 206,967,565
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＜一般勘定＞

【重要な会計方針】

１．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 4 ～ 11 年

構築物 2 ～ 4 年

器具・備品 2 ～ 3 年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損

益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア 2 ～ 3 年

２．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成29年3月末利回りを参考に0.065％で計算しております。

３．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からな

っております。

４．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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【注記事項】

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕

※1．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 0 円

現金及び預金勘定のうち定期預金 0 円

資金期末残高 0 円

2．重要な非資金取引

現物出資の受入による資産の取得 32,275,302 円

3．〔独立行政法人労働安全衛生総合研究所の解散等に伴う承継について〕

独立行政法人労働安全衛生総合研究所の解散に伴い、その組織及び業務を当機構に統合

し、統合後の名称を「独立行政法人労働者健康安全機構」と改めるとともに、独立行政法

人労働安全衛生総合研究所が有する権利及び義務のうち国が承継する資産を除き、その一

切の権利及び義務を当機構が承継いたしました。

また、化学物質の有害性調査が業務に追加され、国が有する権利及び義務のうち政令で

定めるものについて、当機構が承継いたしました。

なお、承継資産については、資産評価委員会において、厚生労働大臣が任命した評価委

員により公正な資産評価が行われ、評価額が決定されております。

【独立行政法人労働安全衛生総合研究所解散等に伴い承継した資産、負債・純資産の内訳】

１ 一般勘定（解散に伴う承継分） （単位：円）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物

建物附属設備

構築物

車両

器具・備品

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフトウェア

0

113,486

3,877,757

503,923

121,800

26,743,881

31,360,847

894,955

流動負債

流動負債合計

固定負債

資産見返運営費交付金

資産見返物品受贈額

固定負債合計

負 債 合 計

資本金

政府出資金

0

16,882,051

14,756,342

31,638,393

31,638,393

636,909
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電話加入権

無形固定資産合計

固定資産合計

19,500

914,455

32,275,302

資本金合計

純 資 産 合 計

636,909

636,909

資 産 合 計 32,275,302 負債・純資産合計 32,275,302


